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研究ノート
景気循環論に関する若干の覚書
玉 木 興
?
1 非常に roughな分類基準にしたがえば，「『一般理論』の一般化」という学説史的
展開の過程は所得水準決定の理論 (1936年~1950年)--+景気循環論 (1950年~1960年）
→経済成長論 (1960年以降）と図式化することができる。この小論は195岬代初期の呆
気循環論に関する，私自身のための，覚書であるが，上の分類基準にしたがえば， 1950年
という年代は，乗気循環論に関しては，十分に現代の研究領域内にある。
現代の最気循環論はカレッキー Kalecki,M.1)・ カルドア Kaldor,N.2)に代表せられ
る乗数・利潤原理型モデルとヒックス Hicks J. R.3)に代表せられる乗数・加速度原理
型モデルに大別することができるが，その相違は乗数理論に結合される投資関数が利潤原
理のものであるか，あるいは，加速度原理のものであるかという点にある。けれども，ヒ
ックス「景気循環論」の出現を契機として粗朴な加速度原理は多くの論者によって修正を
加えられ，その結果得られた投資関数は利潤原理と加速度原理を統一的に包括するものと
なっている。したがって，この包括的な投資関数と乗数理論を結合した兼気循環論が考え
られるが，そのような景気循環モデルとして我々はグッドウィン GoodwinR.M')のモデ
ル（およびマシューズ MathewsR.C.O的）を持っている。グッドウィンのモデルは，通... 
常，ヒックスーグッドウィンと連名で呼ばれるように6)' 修正された加速度原理と乗数理
論の結合モデルとして位置づけられているが，乗数•利潤原理型の景気循環モデルと異っ
た系譜のものではないのである。これがこの小論の主要な結論である。
次に，ヒックス「景気循環論」は成長と切り離すことのできない景気循環モデルとして
1) カレッキー [14]•[15] 等。
2) カルドア [12]•[13] 。
3)ヒックス [10]・[11]。
4)グッドウィン [6]・[7]・[8]・[9]。
5)マシューズ [16]。
6)たとえば，安井 [22]p. 236を見よ。
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構成されているが，成長を含まない純粋兼気循環モデルとして再構成することもできる。
そうして，この問題に関しても，グッドウィンによる再構成は乗数と加速度原理による最
気循環のメカニズムを，代数学的にではなく，幾何学的に解明しているという意味で注目
に値する1)。この覚書では， 2 で投資行動原理の展開に関する簡単な跡づけがなされた
後で，グッドウィンによるヒックス・モデルの再構成が要約されるが一ー 3-—，その目
的は 4 で解説されるグッドウィン自身のモデルとの比較のためであると同時に，幾何
学的な再構成そのものが十分興味ある題材であるからである2)。 これらの結論はもう一度
5 の結論的覚害で要約される。
2. 1 消費財産業と資本財産業を対比すれば， (i)最気の転換点は後者において早く出
現し， (i)価格・産出高等の変動の程度も後者の方が大である。ミッチェル Mitchell
W.C.8>によるこの二つの経験的事実の発見を契機として乗気変動の原因を消費財産業と
資本財産業のいづれに求めるかについて激しい議論がなされたが4), 消費財産業にその原
因を求めたのがクラーク ClarkJ. M5>である。
いま，消費財1単位の生産に生産財2単位が必要であるとし，第1期において消費財需
要100とその消費財生産に必要な生産財 200が存在していたとする（以下，第1表参照
のこと8))。生産財の耐用年数を20期と仮定すれば，毎期の更新設備は消費財生産高の10
％となるが，簡単化のために，その額は10で一定と仮定すると，第1期に生産されるべき
生産財は更新設備10だけである。このような第1期を出発点として，各期の消費財需要が
第2行のように変動したとすれば，各期の生産されるべき生産財の値は第7行で与えられ
る。この第1表から，我々は (i)消費財需要の水準が不変であってもその増加率が減少
（増大）すると生産すべき生産財の値は減少（増大） し， 第1期を基準とすれば (i)消
費財需要の最大変動率は1.15であるのに対して，生産すべき生産財の変動率は3であるか
1)グッドウィン [7]。ヒックスのモデルを純粋兼気循環論として再構成したものに森嶋
[18]がある。
2)学生のための講義に際して，代数学的問題を幾何学的問題に翻訳することが講義のた
めの大きい準備作業の一つである。私は，突然，本年度の経済変動論の講義を命じられ
たが，それがこの覚書をまとめる一つの動機となった。
3)ミッチェル [17]。
4)クラークとフリッシュの間で行われた(Journalof Political Economy, 1931~1932)。
5)クラー ク [2]・[3]・[4]。
6)第1表はクラーク [3]のものである。
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ら，消費財需要の変動に景気循環の始発因を求めるならば，先に示された，ミッチェルに
よって発見せられた，二つの経験的事実をうまく説明することができる。また，第1表の
説明原理は，生産すべき生産財の水準（速度）は消費財需要の変化率 (jJIJ速度）に依存す
ると考えているから，加速度原理 Principleof Accelerationと呼ばれる。
第 1 表
期 I 1 I 2 I 3 I 4 I 5 I 6 I 7 
消費財需要 100 105 115 115 105 105 115 
消費財需要の変化額 ゜+ 5 +10 ゜-10 ゜+10 必要生産財 200 210 230 230 210 210 230 
生産財の付加需要 ゜10 20 ゜-20 ゜20 生産財の更新需要 10 10 10 10 10 10 10 
生産すべき生産財 10 20 30 10 -10 10 30 
ところで，消費財需要を C・1単位の消費財生産に必要な生産財をがとすれば， Cの
生産に必要な生産財Kは K-==がCであり， 1期当り生産財の更新需要Dを生産財Kの一
dk 定割合r で表すことにすると， D=rK であるから，粗投資 lg苧一—+D はdt 
lg=V'ぽ+re) ・・・・・・・・・・・・(2.1-1) 
で与えられる。 (2.1-1)は生産財の更新需要を厳密に rK=rがCで表して第1表の説明
原理を数式化したものであるが，この (2.1-1)式から，生産財更新需要が大なる時，粗
投資は消費財需要の増加率の減少とともに減少しないこともあることが明らかになる。こ
れはフリッシュ FrischR. によるクラークの加速度原理の修正であるが1), 粗投資では
なくて純投資 l==lgーがCの概念を用いるならば， (2.1-1)式は (2.1-2) 式となり，
字義通りの加速度原理の定式を得る2)
l=v' 
dC 
dt 
(2.1-2)式は定差方程式の型では
I,=が(C,―C、ー1)
と表し得るが，また，消費関数 C,=cY,、ー1十
1)フリッシュ [5]。
...... (2.1-2) 
C―C は限界消費性向 .cは基礎消費—
2)山崎 [21]は粗投資概念を用いるか純投資概念を用いるかを前期加速度原理と後期加
速原理の一つのメルク・マールとして指摘している（同書70頁）。
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を代入することによって，
l1=cv'(Y1ー1-Y,-2) ・・・・・・ (2.1-3)
とも表し得る。 (2.1-2)または (2.1-3)はサムエルソン SamuelsonP.A.1)によって
定式化せられた加速度原理であるが，これらの定式は， CV1==Vと定義すれば，ヒックスに
よって定式化せられた (2.1-4)式となる2)。
l1=v(Y1-1-Y1-2) ・・・・・・ (2.1-4)
以下では加速度原理を (2.1-4)で表すことにする。
2. 2 (2.1-4)で定式化せられた加速度原理は資本設備の変動である純投資が所得水
準の変動に依存する，すなわち，望ましい資本設備量は所得水準によって技術的・物理的
に決定せられると仮定している o i'.: のような仮定に対してカルドアは，乗数・加速度原理
型のヒックス「最気循環論」の批評に際して， 「産出高／資本比率が技術的要因によって
決定され，この技術的要因は短期的にでさえそれ程変動することはないと考えているのが
加速度原理の特徴である。けれども，この比率が景気循環の過程において継続的に変動す
ることこそが循環運動の本質である3)」と述べて利澗原理 ProfitPrincipleの投資関数
(2.2-1)を提出している4)。
I、+1=Yt1(忍） ・・・・・・ (2.2-1) 
但し， o,は産出能力 Output Capacityである。この関数 (2.2-1)についてカルドア
自身は「現時点における産出高の比例的増分が増本量の比例的増分より大（または小）で
ある時に投資は増加（または減少）する5)」と述べているだけであるが， (2.2-1)が利
潤原理の投資関数であることは，たとえば，次のようにして理解し得る。
企業は利潤の獲得を目的とするから，資本利洞率を基準として投資を計画する。また，
同一の資本利潤率に誘発される投資は規模の大きい企業における程大であると考えられる
から，利潤を Pで表すと，一般的な投資関数を
1)サムエルソン [19] (邦訳 p.17)。
2)ヒックス [11]は (2.1-4)の型で加速度原理を定式化している。消費の増分だけで
はなく，一般に所得の増分が投資を誘発するからである。
3)カルドア [13]p. 199 (Essays)。
4)カルドア [12]p. 178・[13] p. 201 (Essays)。
5)カルドア [13]p.p 201-202 (Essays)。
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_!J_=g(牟）．．．．．．．．．．．．
K、ー1 K, ー1
(2.2-2) 
で与えることができる。次に， K1=v01という関係を用い，簡単化のために，利潤は産出
P,-1 高 Yに比例し (Pt=PY,), (2. 2-2)の右辺が一次関数 m-- -nで表されるものと
K,-1 
仮定すると， (2.2-2)式は
I,=mPYtー1-nK,-1 ……•…··(2.2-3)
鴫 1(mp-nv忘）
となる。したがって, mp-nv--:gに=f(羞門） とおけば (2.2-2)を (2. 2-1) と変
0、ー1
形することができる1)。
この論法にしたがえば．一般に， l=aY-bK—-a と b は定数一で表される投資関
数が利潤原理の投資関数であるということができる2)。
2.3 先に引用した，加速度原理に対するカルドアのコメントを全面的に容認するが，
必要な修正を施せば，加速度原理をより現実的な投資原理として使用することができると
考える人々に，たとえば，チェネリー Chenery.H.B., グッドウイン GoodwinP. M., マ
1) mとnはプラスの定数であって，第2項が一n となっているのは資本利潤率がプラ
” スであってもある水準 より小の時には投資が計画されないことを示している。まm 
た，産出高が“正常な”水準にある時に比して，産出高が高い水準では過度に利用され
る資本設備の補填費用の急増や労働者不足に起因する賃銀の高騰が利潤率を減少せし
め，産出高が低い水準では削減し得ぬ減価償却費や解雇
し得ない労働者の賃金費用がやはり利潤率を減少せしめ
るであろうから，産出高が正常な水準におけるPの値は
そうでない場合の値より大であると考えられる。このよ
うに考える時， (2.2-3) を図示すると右図のような析
線を得る。但し K=Ko(=given) とする。これはカル
?
ドア [12]の投資曲線と類似のもである。
2)マシューズは「投資を行なうための誘因を左右する中心的な要件は収益性である。…
…。産出と資本の間の物理的な関係が重要なのは，それが投資における予想利潤率に影
轡をもつかぎりにおいてだけなのである。」 ([16]邦訳 p.47) という立場から投資関数
をI、=aY,-1-bK,と定式化している。
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シューズ MathewsR. C.0. etc. が存在する1)。これらの論者の修正点は細部において
は異るが，結果において，加速度原理と利潤原理という二つの対立する投資原理を統一的
に定式化することになるという意味の最大公約数を有する。いま，チェネリーの投資関数
について要約すると次のようである。
チェネリーは (2.1-4)式で表される加速度原理に三つの修正を施す。
単純な加速度原理は資本設備の不足額だけが投資されることを示しているが，資本設備
は単一の期間にだけ存続するものではないから，将来に対する企業家の期待が楽観的であ
る場合と悲観的である場合とでは現時点における同一の資本不足額から誘引される投資額
は異るであろう。そこでこの企業家の反応係数を W で表すと， まづ， (2.1-4)式は
(2. 3-1)式となる。
l1=wv(Y1-1-Y1-2) ・・・・・・ (2.3-1) 
K, 
次に，加速度係数を資本設備の産出高に対する正常な割合―-=v2) と定義すれば，
Y,-1 
vY,-2==K1ー1であるから， (2.3-1)式は
l1=w(Y1-1-K1-1) …………(2.3-2) 
となる。 (2.3-2)式は (2.3-1)式における資本不足量を現存設備による正常産出高と
現実の産出高の差額と定義しているのであるが，この修正によって産出高が増加しても純
投資が増加しない場合もあることが勘案されていることになる。けれども，資本設備能力
の完全利用を前提しているという意味において， (2.3-2)式は末だ非現実的である。現
実の企業が各期間にわたって生産費を最小にしようと計画するならば，需要の発生に先立
って資本設備を拡充し， 常に正常な超過能力の設備を保有している筈である。 したがっ
て，保有する資本設備の最適利用率を入とすれば，資本設備の産出高に対する正常な割合は
lK, 
Y,-1 
=Vで表されるから， (2.3-2)式は
l1=w(vY1-1一入K1-1) ・ ……….. (2. 3-3) 
となる。入は能力因子 Capacityfactorと呼ばれる定数である。 (2.3-3)式がチェネリ
ーの最終的な投資関数であるが，グッドウイン・マシューズも類似の投資関数を提唱して
いるS)。また， (2.3-3)式で表される投資原理は，通常，能力原理 CapacityPrinciple 
と呼ばれるが， ここでは， マシューズにしたがって， 一般的な資本量調節原理 Capital
1)チェネリー [l], グッドウィン [6]・[8]等，マシューズ [16]。
2)資本設備は一期遅れて実現すると考えられている。
3)ク・ッドウィン [6]・[8]・[9],マシューズ [16]。
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Stock Adjustment Principlerと呼ぶことにする。
(2. 3-3)式は (i) r=,l=lの時，すなわち，反応度が1で，過剰能力がなく，設備
o, ー1 Y1ー1
が完等lJ用されている時(2.1-4)式と同じであり， (i) wv(1-―-)=t(―-) とY1-1 01-1 
おけば (2.2-1)式と同じであるから，資本蓋調節原理は加速度原理と利潤原理を包括す
る一般的な投資原理であるということができるが， このような性格を持つ投資関数 (2.3 
-3)式は次のように図示することができる。まづ， (2.3-3)式および I、-1=w(vY1-2-
.lK1-2)から (2.3-4)を得る。
l1-l1ー1(1-w入）=wv(Y1ー1-Y1ー2) ………・・・(2.3-4)
先に定義されたように， 上式における ,l(~l)•v は定数であるが W は資本設備の不足量
を考慮して投資を計画する企業家の反応係数であり， (i) 景気の上昇が始ったばかりの
時期にはその上昇が継続するかどうかということに関して企業家にためらいがあり， ま
た， (ii) 最気が可成り上昇した段階では新規労働力の補充の困難や過去の景気反転の経
験が企業家の期待を弱気にするから， (i)・(i)の場合には，資本設備の不足量の全部が
•Y 
第 1 図
投資されることはない。 wの値は w<lである。これに反して， (ii)最気が上昇しはじ
めて企業家がこの状態が継続するという期待を持つようになると，暫らくの間は資本不足
量に等しい投資が計画されるから， W の値は Wキ1 と考えられる。結局， W の値は W~l
となるから， I,-I1-1~I,-I1-1(l-w入）であり，次式を得る。
l1-l1-1~wv(巧-1-Y1-2)··………・(2. 3-5) 
近似的に入=1の場合について検討すると， W=lの時には (2.3-4)より l1=v(巧-1-
Y1-2)を得るから，所得増分 dYと投資の関係は第1図の直線 AA'で図示される。け
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れども，景気の底および頂上では， (2.3-5)から，限界投資性向が下落するから（“ .dY 
<wv<v), 所得増分と投資の関係もたとえば， B'より左および Bより右の部分は勾配が
tan-1 v より小なる直線で表されるであろう。全体として， 資本量調節原理の投資関数
はS字型の投資曲線として図示される。
3. 1 ヒックス「最気循環論」は貯蓄関数 (3.1-1) と素朴な加速度原理型の投資関数
(3.1-2)によって構成されている。
S戸幻ー (cY,ー1十C) …………(3.1-1) 
I,=v(咋 1ー 咋2)+l …………(3.1-2) 
但し， Iは独立投資である。この二式から均衡方程式ふ=I,は
Y,-(c+v) 咋1+v咋2-(C+f)=O ……•…··(3.1-3)
で表されるから，均衡産出高を Y(=Y,=Y1ー1=Y1-2)で表すことにすると
了＝—― cc+f)1-c 
である（以下，第2図参照）。そうして，なんらかの理由により所得水準がアから離脱し
た時，それ以後の現実の所得水準 Ytの描く変動径路の分析は，代替的に， Yからの偏差
?
c+r 
1-c 
(C+T) 
第 2 図
カの変動径路を分析することによって可能となるが，この力の変動径路は (3.1-3)の
縮約方程式 (3.1-3')によって説明される1)。
y1-(c+v)y1ー1十VY1-2=0 ．．．．．・・(3.1-3')
3. 22> (3. 1-3')はYt-1とYt-2が与えられればそれ以後の出が決定されることを示
1)以上の説明に関しては，たとえば，玉木 [20]p.p 132~135を参照せよ。
2)以下の被述はグッドウィン [7]による。
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しているがこの式を (3.2-1)のように変形することによって，その決定過程を次のよう
に幾何学的に説明することができる。但し， LIYt~山一Yt-1である。
4ヵ=V4Y1-1-SYt-1 ・・・・・・・・・・・・(3.2-1)
縦軸に SとI. 横軸にyをとった第3図において，原点 0を通る直線 syは(3.2-1)
t+I の右辺第 2 項を表す (y の関数としての)貯蓄直線であ虹 y=--—にぉける垂線(=1-c 
横軸にYを目盛った時の縦軸）の一cc+りを通る。直線OAおよびOAに平行な直線の
勾配は加速度係数Vに等しく，所得yが変動した時の誘発投資を決定することができる。
また，直線FFは産出高がそれ以上増加し得ない完全雇用の天井を示し，直線LLは誘発
投資がゼロの時の純投資（＝一減価償却）を示す。
さて，このような第3図において，所得水準が（第2図の） Yから離脱した状態を第一
1期の所得偏差 Y-1(原点0で示されている）から第0期の所得偏差 Yoに変動したもの
と考える。この Yo-Y-1==LIY0から誘発される投資 v,:Jyoは巧'oで表され， Yoにおける
??
戸 ?
?
第 3 図
貯蓄 SYoは姦元で表されるから， (3.2-1)より，次期の所得増分幻1は
LIY1 = VL/Yo -syo=零
となる。この LIY1を Soを通り両軸と45° の角度を持つ点線（以下， 45° 線と呼ぶ）を
使用して Yoにプラスしたものが次期の Y1となる。同様に，この LIY1が百函だけの
L1y2を生みだすから，第2期の所得偏差はY2となるが，第3および4期の所得偏差は完
59 
I 9 2 闊西大學『継清論集』第21巻第2号
全雇用の天井のために， Ys'・ツ4'ではなくて，ツa=y4にまでしか増加しない1)。したが
って，第4期における所得偏差の増加額 AY4はゼロとなり， (3.2-1)から，第5期のy
はsy4だけ減少する (A沢＝一sy4)2)。作図的には Tを通る 45° 線と横軸との交点で匁
が与えられる。これ以後の誘発投資はゼロであるから純投資はマイナス減価償却に等し
く， したがって，幼＝ー（減価償却十sy、ー1) となるから， Ya ・沢••…•が第 3 図のように
決定される。この山の減少は sy庫線と L直線との交点 Uで止む。点 Uにおいては
AY、＝一減価償却＿窃t-1=0となるからであるが，一度この状態が成立すると，減価償
却だけの粗投資は行われなければならないから，次期には AYt+i= -sy,>oとなりプラス
の誘発投資が復活するから， yは反転して FF直線に到達するまで増加する3)。
(3.1-3')または (3.2-1)が説明する所得偏差 Ytの変動径路は以上のように説明さ
c+l れるから，現実の所得 Ytは（第2図の）均衡所得ーーーの上下に繰り返された振動を1-c 
示すであろう4)。
4.15)グッドウイン自身の景気循環モデルは修正された加速度原理，すなれち，一般的
な資本量調節原理と乗数理論の結合によって構成される。
グッドウインは t期の消費は t期の所得だけではなく t-1期の所得にも依存すると考
えて消費関数を次のように表している。
C、=cY,+c'Y,-1十C
C とc'は，それぞれ， Ytと Y,ー1に関する限界消費性向であるが， C巧十c'Y,-1写 (c
+c') Y,-c'(Y,-Y, ー1)であるから， c+c'=ctおよび Y,-Y,ー1==名と定義すると，上
の消費関数は
C1=ct.Y1-c'名＋℃ ・・・・・・・・・・・・(4.1-1) 
1)ヒックスの用語にしたがえば， 「制約された発散」体系が仮定されている。この仮定
は第3図の OAとsy直線の相対的な勾配に表されている。
2)完全雇用の天井に到達後の産出高はヒックス自身のモデルでは，絶対的な下落を示す
とは限らなかった。絶対的な下落を示すことは再構成された純粋最気循環モデルの一利
点である。
3)ヒックス自身は独立投資の成長による誘発投資の復活を最気回復の起動力と考えてい
る。
4)ここでは成長の問題は無視されるが循環的成長理論への拡充は容易である。
5)以下の叙述はグッドウィン [8]による。
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と変形することができる。
乗数理論にしたがえば，国民所得水準は
Y,=~、+It …••……·(4.1-2)
と決定されるから， (4.1-2)式に (4.1-1)式を代入して整頓すると，
1 Y,=―（℃—c' も+/,)1-a 
を得るが， 投資を誘発投資¢(名）と独立投資rに分割して， I,=¢(名）+Jを代入する
と，上式は
1 . 
Y,=―{¢(名）ーc'Yt}+―
1 - -
(C+l) 
1-a 1-a 
．．．．．．・(4.1-3)
[a] 
y-
•Y 
?
•Y 
第 4 図
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となる。グッドウインの循環モデルは (4.1-3)によって解明される。
4.2 いま，基礎消費および独立投資の項を無視すると， (4.1-3) は (4.2-1) とな
る。
1 • • 
Y,=— {~(Y1)-c'Y1) 
1-ct 
・・・・・・(4. 2-1) 
この (4.2-1)を図示したものが第4図である。まづ， IとYを縦軸と横軸にとった第
4図 [a]において，原点0を通る折線AAは誘発投資折線¢(名）であって第1図に描
かれたものと全く同じものである。原点を通る部分の勾配は 0に等しいから， c'く0を仮
定すると1),(4.2-1)の右辺の C名は直線 BBで図示される。したがって，この AA・
BB直線の縦に差額をとった折線 CDEFは (4.2-1)の右辺の被乗数{¢CY,、)-c'Y1}を
表すことは明らかである。この折線 CDEF を縦に一―—倍したものが第4 図 [b] の所1-ct 
衛線 C'D'E'F'であるが，この図は (4.2-1)で示されている巧（縦軸）と名 （横
軸）の関係を図示したものである。ここで，ヒックス・モデルにおけるのと同様に，乗数
＝加速度関係が発散的であると仮定すれば， Y>oあるいは Y<oに応じて国民所得水
準は増加あるいは減少し続けるから，所得の変動方向は所得折線上の矢印で示される。ま
た， D'および E'は Y1の変動が止み Y=Oとなる点である。
これだけのことを前提として， グッドウイン・モデルの循環メカニズムは次のように
説明することができる。いま， 0'で静止していた所得水準がなんらかの理由により増加
しはじめたとしよう。所得水準はやがて E'に到達するが Y=Oに対応する所得水準は
ゼロであるからY<oとなり，経済は E'から C'に飛躍し， C'から D'へ変動してい
く。 D'においては， E'とは逆に Y>oとなるから，経済は D'から P に飛踵し，
P から E'へ変動してぃく。以下，同様のプロセスを経て極限循環 C'D'F'E'線上を循
環し続ける。
以上が (4.2-1)による循環のメカニズムであるが， (4.1ー 3)によって決定せられる
℃ +I 所得の変動径路は第4図 [b]の所得析線を上に一ーだけ平行移動して得られることは
明白である2)。
1)これは plausibleな仮定である。
2)ここでも成長の問題は考えない。
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5 以上の検討から得られる結論は次の通りである。 まづ，資本量調節原理で代表せ
られる，一般化された投資原理はその中に加速度原理と利洞原理を包括するものであるか
ら，景気循環論に関する乗数・加速度原理型と乗数•利潤原理型を区別する決定的な根拠
は存在しない。存在するのは乗数と一般化せられた投資原理とから構成される最気循環モ
デルだけであって，グッドウイン＝モデルはそのような性格のものとして高く評価されな
ければならない。
次に素朴な加速度原理を用いるヒックス・モデルと一般的投資原理を用いるグッドウィ
ン・モデルの比較は，一般化された投資原理が完全雇用の天井（および独立投資による
下位均衡点）による「制約された発散」モデルを自励的な「制約されない発散」モデルに
修正することを明らかにしている。この意味においてもヒックス・モデルとカレッキー＝
カルドア・モデルの綜合者としての性格をグッドウィン・モデルに与えなければならない
であろう。
〔引用文献〕
1) Chenery H.B.: Overcapacity and the Acceleration Principle, Econometrica, 
1952. 
2) Clark J.M. : Business Acceleration and the Law of Demand, Journal of 
Political Economy, 1917. 
3) : Studies in the Economics of Overhead Costs, 1923. 
4)―: Capital Production and Consumer Taking: A Reply, Journal of 
Political Economy, 1931. 
5) Frisch R. : Interaction Between Capital Production and Consumer Taking, 
Journal of Political Economy, 1931. 
6) Goodwin R. M. : Secular and Cyclical Aspect of the Multiplier and the 
Accelerator, in "Income, Employment and Public Policy, in Honor of A. H. 
Hansen", 1948. 
7) : A Nonlinear Theory of the Cycle, Review of Economics and 
Statistics, 1950. 
8)―: The Nonlinear Accelerator and the Persistence of Business Cycles, 
Econometrica, 1951. 
9)―: A Model of Cyclical Growth, in "the Business Cycle in Postwar 
World" ed. by E. Lundberg, 1955. 
10) Hicks J.R.: Mr. Harrod's Dynamic Theory. Econometrica. 1949. 
11)―: A Contribution to the Theory of the Trade Cycle, 1950 (古谷訳
「景気循環論」岩波書店）．
63 
196 閥西大學「純演論集』第21巻第2号
12) Kaldor N.: A Model of the Trade Cycle, Economic journal, 1940, reprinted 
in Essays on Economic Stability and Growth, 1960. 
13)―: Hicks on the Trade Cycle, Economic Journal, 1951, reprinted in 
Essays on Economic Stability and Growth, 1960. 
14) Kalecki M. : A Theory of Business Cycles, Review of Economic Studies, 
1937. 
15) : Theory of Economic Dynamics, 1954 (宮崎・伊東訳「経済変動の理
論」新評論）．
16) Mathews R.C.O. : The Trade Cycle, 1959 (海老沢訳「最気循環」至誠堂）．
17) Mitchell W.C.: Business Cycles, 1913. 
18)森嶋通夫： 「資本主義経済の変動理論」創元社， 1957.
19) Samuelson, P.A. : Interaction between the Multiplier Analysis and the 
Principle of Acceleration, Review of Economics and Statistics, 1939 (高橋監
訳「乗数理論と加速度原理」所収・勁草書房）．
20)玉木興乗： 「現代経済の変動理論」新評論， 1968.
21)山崎良也： 「最気循環と加速度原理」東洋経済新報社， 1966.
22)安井琢磨： 「均衡分析の基本問題」岩波書店， 1955.
64 
